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１.流域の概要 

肱川
ひじかわ

は愛媛県南西部に位置し、その源を愛媛県西予市の鳥坂
と さ か

峠（標高 460m）に発し、途

中、四国山地の 1,000m を越す標高部を源流とする小田川
お だ が わ

、河辺
か わ べ

川
がわ

など数多くの支川を合わ

せながら大洲盆地を貫流して、伊予灘
い よ な だ

に注ぐ一級河川である。幹川流路延長は 103km、流

域面積は 1，210km２である。 

また、肱川流域の大部分は、約 200 万年間に隆起して形成された四国山地に属するが、

肱川は、四国山地の形成以前から存在し、山地の隆起とともに下方侵食が進んで現在の河

道が形成された全国的にもめずらしい先行性河川である。このため流域の大部分を山地が

占める割には河床勾配が緩い。（河床勾配は下流感潮区間で 1/2,300、祇園大橋～鹿野川ダ

ムで 1/730～1/930、鹿野川ダム～野村ダムで 1/220～1/390） 

中流部の大洲盆地には、中心市街地が形成されるとともに、四国縦貫自動車道や国道５

６号等が通過する交通の要衝となっており、盆地内の東大洲地区は、平成 5年「八幡浜
やわたはま

・ 

大洲地方拠点都市地域」に指定され、内陸型の産業拠点地域として機能している。 

下流部は、河口の旧長浜町市街地に人口が集中し、他の箇所は、平地面積が乏しく肱川

沿いに集落が点在している。 

肱川流域の気候は、瀬戸内型と太平洋型の中間的な性質を示しており、梅雨期と台風期

に降雨が集中する。また、流域の地形特性により、山地部の洪水流出が市街化の進む大洲

盆地に集中すること（洪水が集中しやすい地形）、河床勾配が緩いこと（洪水が流れにくい

地形）、大洲盆地下流の河道が狭いこと（洪水が吐けにくい地形）など洪水を受けやすい特

性を有する。 

 

表 1.1 肱川流域の概要 

項  目 内    容 

流域面積 1,210km2 

流路延長 103km(うち直轄管理区間 62.1km) 

流域内市町村 大洲市、西予市、伊予市、内子町、砥部町 

流域内人口 約 113,000 人 

想定氾濫危険区域内人口 約 28,000 人 

年平均降雨量 約 1,800mm（上流域） 

流域の主な産業 農業、林業、水産業、製造業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.1 肱川流域図 
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図 2.1 肱川流域地形図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 肱川の河床勾配 

 

２.事業の必要性 

今回の事後評価の対象となる肱川水防災対策特定河川事業（大和（郷）地区）は、河

川整備計画に基づき、無堤部対策として、また、東大洲地区暫定堤嵩上げに向けた下流

流出増対策の一環として、宅地嵩上方式による治水対策を行ったものである。 
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2.1 水害状況 

肱川の既往最大流量は、昭和 18 年 7 月（約 5,400m3/s）である。また、平成 7 年 7 月洪

水（約 2,900m3/s）により大規模な浸水被害が発生したことから、河川激甚災害対策特別緊

急事業の採択を受け、同規模の洪水に対しはん濫による浸水被害再発を防止する対策を行

った。しかし、事業後も治水安全度は 1/15 程度と低く、近年、平成 16 年 8 月洪水（約

3,200m3/s）、平成 17 年 9 月洪水（約 3,300m3/s）、平成 23 年 9 月洪水（約 3,200m3/s）など、

さらに大きな規模の洪水の発生に伴い浸水被害が発生している。 

表 2.1 過去の浸水被害実績 

洪水発生 

年 月 日 

大洲地点

最大流量

（m3/s） 

降雨原因 被害状況 

昭和 18 年 7 月 24 日 5400 低気圧 

死傷者 131 人、住家流出 123 戸、 

住家全壊 111 戸、住家半壊 194 戸、 

住家浸水 7477 戸、田畑流出 803 町、田畑浸水 1876 町 

昭和 20 年 9 月 18 日 5000 枕崎台風 

死傷者 152 人、流出家屋 388 戸、全壊家屋 1634 戸、 

田畑流出・埋没 698 町歩、床上浸水 7229 戸、 

床下浸水 2686 戸、河川 33 カ所、道路 820 カ所、橋梁 163 カ所 

昭和 38 年 8 月 10 日 2200 台風 9号 浸水農地 18ha、宅地浸水 62ha 

昭和 40 年 9 月 17 日 2900 台風 24 号 
住家全壊 1戸、住家半壊 1 戸、床上浸水 10 戸、 

床下浸水 312 戸、田畑流出・埋没 10ha、田畑浸水 668ha 

昭和 42 年 7 月 10 日 1900 豪雨 
浸水農地 210ha、宅地・その他 203ha、床上浸水家屋 176 棟、 

床下浸水家屋 531 棟 

昭和 43 年 7 月 2 日 2100 
台風 10 号 

梅雨前線 

浸水農地 598ha、宅地・その他 349ha、床上浸水家屋 488 棟、 

床下浸水家屋 1746 棟 

昭和 44 年 7 月 2 日 1700 梅雨前線 浸水農地 130ha、宅地・その他 0.2ha、床上浸水家屋 18 棟 

昭和 45 年 8 月 21 日 3200 台風 9・10 号 農地浸水 340ha、宅地浸水 540ha、床上浸水 35 戸、床下浸水 245 戸

昭和 51 年 9 月 11 日 2200 台風 17 号 農地浸水 14ha、宅地浸水 4ha、床上浸水 1 戸、床下浸水 24 戸 

昭和 55 年 7 月 2 日 2200 梅雨前線 浸水農地 310ha、床上浸水 4 戸、床下浸水 19 戸 

昭和 57 年 8 月 27 日 2800 台風 13 号 農地浸水 707ha、宅地浸水 41ha、床上浸水 26 戸、床下浸水 88 戸 

昭和 62 年 7 月 18 日 2500 梅雨前線 農地浸水 444ha、宅地浸水 79ha、床上浸水 16 戸、床下浸水 41 戸 

昭和 63 年 6 月 25 日 2400 
梅雨前線 

台風 4号 
農地浸水 72ha、宅地浸水 14ha、床上浸水 13 戸、床下浸水 32 戸 

平成元年 9 月 19 日 2200 台風 22 号 浸水農地 39ha、宅地浸水 1ha、床上浸水 8 戸、床下浸水 38 戸 

平成 5 年 7 月 28 日 2500 台風 5号 浸水農地 502ha、床上浸水 3 戸、床下浸水 26 戸 

平成 5 年 9 月 4 日 2400 台風 13 号 浸水農地 267ha、床上浸水 4 戸、床下浸水 25 戸 

平成 7 年 7 月 4 日 2900 梅雨前線 浸水農地 601ha、宅地浸水 356ha、床上浸水 768 戸、床下浸水 429 戸

平成 10 年 10 月 18 日 2400 台風 10 号 浸水農地 133ha、宅地浸水 3ha、床上浸水 2 戸、床下浸水 29 戸 

平成 16 年 8 月 27 日 3200 台風 16 号 
住宅床上浸水 297 戸、住宅床下浸水 277 戸、総浸水戸数 960 戸、 

浸水面積約 839ha 

平成 16 年 9 月 29 日 2200 台風 21 号 床上浸水 6戸、床下浸水 38 戸 

平成 16 年 10 月 20 日 2100 台風 23 号 床上浸水 1戸、床下浸水 9 戸 

平成 17 年 9 月 5 日 3300 台風 14 号 
住宅床上浸水 145 戸、住宅床下浸水 167 戸、総浸水戸数 467 戸、 

浸水面積約 713ha 

平成 23 年 9月 21 日 3200 台風 15 号 
住宅床上浸水 69 戸、住宅床下浸水 79 戸、総浸水戸数 148 戸、 

浸水面積約 574ha 
出典：「大洲市誌」、「肱川水系河川整備計画冊子」（平成 16 年 5 月）、「肱川水系 基本高水等に関する資料」（国土交通省ＨＰより）「大

洲工事 50 年史」、「平成 16 年台風 16 号による肱川の取水状況」（国土交通省、愛媛県発行）、「平成 17 年台風 14 号 平成 16 年台

風 16 号との比較、及びダムの洪水調節効果について」（国土交通省、愛媛県発行）、「平成 23 年 9月台風 15 号による肱川(直轄区

間)の出水状況」（国土交通省） 
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平成17年９月（台風14号）による大洲地区の浸水状況 平成16年８月（台風16号）による大洲地区の浸水状況 

肱川 

矢落川 

東大洲の浸水状況西大洲の浸水状況

大洲道路浸水状況 

平成７年７月（梅雨前線）による大洲地区の浸水状況 

久米川浸水状況 

図 2.3 過去の洪水での浸水被害状況写真 
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2.2 治水上の課題 

肱川では江戸時代より堤防整備など様々な取り組みが行われてきたが、現在でも治水安

全度は著しく低く、惣
そ う

瀬
ぜ

地区、小長浜
こ な が は ま

・加世
か せ

地区等、多くの無堤地区が残る。また、大洲

盆地の矢落
や お ち

川
が わ

左岸（本川合流点付近）及び下流の築堤済箇所には、上下流の治水バランス

に配慮し、堤防の一定区間を暫定堤として、平成 7年洪水規模（治水安全度 1/15）以上の

洪水の発生時には流水の一部が堤内へ越流する構造としており、これにより遊水機能を保

全して、下流の流量増による被害の増加を防いでいる状況にある。 

このため、近年、市街化が進むとともに、多くの企業が進出して流域及び南予地方の拠

点となっている東大洲地区は、依然、水害発生のリスクが高い状態にあり、早期に治水対

策を進める必要がある。 

しかし、上流側の地区の堤防の整備を先行した場合、当該地区の浸水被害は軽減される

が、遊水量の減少により下流では河川の流量が増え、越水・氾濫による浸水被害が増大す

るため、先行して下流の整備を行い流下能力を増加させる必要がある。 

一方で、大洲盆地下流の河道には山脚が迫り河岸沿の狭隘な平地に人家が連担している

状況から河道拡幅による河川改修は地域社会や河川環境に大きな負担が生じる。 

従って、肱川では、大洲盆地下流部の改修方式について工夫しつつ、上下流の河川整備

の進め具合を調整ながら整備を進めることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大洪水では、上流も下流も

洪水があふれます。 
上流から整備すると、下流で洪水

がより多くあふれます。 

東大洲東大洲 

図 2.4 上下流のバランス 

市街化する東大洲地区 
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2.3 河川整備計画 

肱川水系では、平成 15 年 10 月に河川整備基本方針が策定され、これに沿って国土交

通省と愛媛県は、平成 16 年 5 月に「安全安心の確保：治水が抑制されている東大洲地区

等の治水安全度の早期向上」を河川整備の理念として、治水上の課題を踏まえ、30 年程

度の間に実施する具体的な河川整備の内容を定める「肱川水系河川整備計画（中下流圏

域）」を策定しており、計画に基づき事業を進めている。 

 

2.3.1 河川整備の目標に関する事項 

河川整備基本方針における基本高水は昭和 55 年 7 月洪水、平成 2年 9月洪水、平成 7

年 7 月洪水等の既往洪水について検討した結果、そのピーク流量を基準地点大洲で

6,300m3/s とし、流域内の洪水調節施設により 1,600m3/s を調節して、河道への配分流

量を 4,700m3/s としている。 

しかし、基本方針が定める計画規模の洪水を安全に流下させるためには膨大な事業費

と時間を要することから、河川整備計画では、整備対象期間を概ね 30 年間とし、戦後最

大である昭和 20 年 9 月洪水のピーク流量と同規模の洪水を、河川改修と洪水調節施設に

より、安全に流下させる目標としている。このため、目標流量は基準地点大洲で5,000m3/s

とし、流域内の洪水調節施設（ダム）により 1,100m3/s を調節して、河道への配分流量

を 3,900m3/s とする。 

 

表 2.2 河川整備において目標とする流量と河道整備流量 

河川名 目標流量 
河道整備流量 

（河道の整備で対応） 
地点名 備考 

肱川本川 5,000m3/s 

3,900m3/s 

（5,000m3/s のうち 1,100m3/s を

上流ダム群により洪水調節する）

大洲地点 
戦後最大洪水のピーク流量に相当

する規模 

矢 落 川 500m3/s 500m3/s 新谷地点 〃 

久 米 川 330m3/s 330m3/s 肱川合流点 〃 

清 永 川 170m3/s 170m3/s 肱川合流点 県内指標による整備水準規模 
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4,000 3,9004,200 4,300 
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500 

上流ダム群により

1,100m3/s を調節

単位：m3/s 

図 2.5 河道流量配分 
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2.3.2 河川整備の実施に関する事項 

（１）堤防工事 

河道整備流量を安全に流下させるため、それ以下の流量により浸水が発生する地区

では築堤や高さの不足する暫定堤の嵩上げ（嵩上げ後も一部暫定堤防）を実施する。

なお、堤防工事の実施にあたっては、その時点の下流の整備状況を勘案し、下流の被

害発生時の流量を増大させる場合には、まず、より低い暫定高で施工する。その後、

下流の整備が完了した時点で堤防高を所定の高さに上げる段階施工とする。 

 

（２）宅地嵩上げ 

肱川の下流部には、両岸に山脚が迫っている狭隘地区があり、これらの地区では、

貴重な宅地等の消失を最小限にとどめ地域住民の生活環境を保全するため、築堤に代

わって宅地嵩上げを行い、浸水被害を防ぐ。また、工事の実施にあたっては道路事業

及び土地区画整理事業等と連携して実施する。 

 

表 2.3 宅地嵩上げ施工の場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川名 施工の場所 延長（km） 備　　考

大洲市長浜町大和（上老松）地区 1.0 宅地嵩上げ

大洲市長浜町大和（郷）地区 0.4
宅地嵩上げ
　（大和川の護岸工事を含む）

肱　川



－8－ 

（３）河川改修の進め方 

今後、河川整備計画に基づき実施する河川改修事業の内容を以下に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①東大洲下流無堤部対策 
東大洲地区の締切りに伴う流量増加に備え、先行して下流域の流下能力の向上を図る。

改修にあたっては築堤に加え、県道整備や区画整理等と一体となった宅地嵩上げなど地域

の負担が少ない河道改修を行う。 

 
②東大洲及び下流暫定堤嵩上対策 
下流の流下能力が確保でき次第、肱川の治水の命題である東大洲地区等の下流暫定堤の

嵩上げを行う。 

 
③東大洲上流無堤部及び暫定堤嵩上対策 
東大洲暫定堤防の流下能力とバランスを図りつつ河道改修を進める。改修により、下流

の被害発生時の流量を増大させる場合には、まず、下流の安全度に合わせた暫定堤防を施

工する。その後、下流の整備が完了した時点で堤防高を所定の高さに上げる段階施工とす

る。 

 
 

 

図 2.6 河川整備計画完了時点の堤防整備状況 

堤防整備状況

30年後完成区間
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阿蔵

如法寺

施工順序

①東大洲下流無堤部対策 → ②東大洲及び下流暫定堤嵩上対策 → ③東大洲上流無堤部及び暫定堤嵩上対策

③東大洲締切り

③

②①
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③東大洲締切り

③

②①
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３．事業概要 

3.1 主な事業経緯 

肱川では、河川整備計画の定める、上下流の治水バランスを考慮しつつ、資産集中地で

ありながら激甚な浸水被害が多発している東大洲地区の治水安全度を向上させ、戦後最大

洪水である昭和20年9月洪水のピーク流量5,000m3/sと同規模の洪水を安全に流下させる

という目標に向け、改修を進めている。 

このため、東大洲地区嵩上げに向けた下流対策として必要な箇所の整備を先行して下流

側より進めており、平成 18 年度にその一環である肱川水防災対策特定河川事業（大和（郷）

地区）が完了した。 

表 3.1 肱川水防災対策特定河川事業（大和(郷)地区）の実施経緯 

年月日 出来事 内 容 

平成 13 年度 水防災対策特定河川
事業新規採択 

宅地嵩上方式による改修を実施。採択
にあたっては、地権者全員の合意が条件。

平成 16 年 5 月 肱川水系河川整備計
画の策定 

住民・学識経験者・愛媛県知事・流域
市町長の意見を聞きながら議論を進め、
計画が策定された。 

平成 18 年度 水防災対策特定河川
事業完了 

 

 

3.2 事業計画 

事業着手以前の大和（郷）地区は無堤であり、治水安全度は極めて低い状況であった。

また、現状で東大洲地区暫定堤嵩上を行った場合、流量増により浸水被害が増大すること

から、先行して改修を実施し安全度の向上を図った。 

なお、当該地区では肱川及び大和川沿いに人家が立地しており、築堤での整備を行った

場合、地区内の約 4割（40 世帯）の家屋の移転を余儀なくされるなどの現場条件を考慮し、

築堤で整備する場合に比して安価で、効率的かつ効果的に住家を洪水による氾濫から防御

できる「水防災対策特定河川事業」（宅地嵩上方式）により改修を実施した。実施にあたっ

ては、県道事業及び土地区画整理事業と連携し、これら事業の効果として、整備後にもコ

ミュニティを存続し河畔の良好な生活環境を実現するなど、効果的かつ合理的に実施する

こととした。 

 

図 3.1 築堤方式と水防災事業の比較イメージ 

図 3.3 堤防断面イメージ 

図 3.2 整備のイメージ 

水防災対策特定河川事業
（宅地嵩上げ）

水防災対策特定河川事業
（宅地嵩上げ）

大和川

計画高水位

県道改良事業

土地区画整理事業
大和川改修事業

水防災対策特定河川事業

大和川

計画高水位

県道改良事業

土地区画整理事業
大和川改修事業

水防災対策特定河川事業

凡 例

宅地の盛土と嵩上げ

肱川本川の堤防工事

大 和 川 の 改 修

土地区画整理事業

県 道 事 業

凡 例

宅地の盛土と嵩上げ

肱川本川の堤防工事

大 和 川 の 改 修

土地区画整理事業

県 道 事 業

凡 例

宅地の盛土と嵩上げ

肱川本川の堤防工事

大 和 川 の 改 修

土地区画整理事業

県 道 事 業

凡 例

宅地の盛土と嵩上げ

肱川本川の堤防工事

大 和 川 の 改 修

土地区画整理事業

県 道 事 業
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【計画諸元等】 

・施工区間    肱川左岸 2k/8-40ｍ～3k/0+180ｍ Ｌ＝約 420ｍ 

・施工方法    宅地嵩上げ（県道改良、土地区画整理と連携） 

・事業期間    平成 13 年度～平成 18 年度 

・総事業費    ４６億円（国 河川事業） 

・主な工種    宅地嵩上げ（69 戸）、護岸工 

・関連事業    土地区画整理事業（大洲市） 

県道改良事業（長浜中村線、長浜保内線）（愛媛県） 

大和川改修事業（愛媛県） 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1 整備完了後の状況 
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４．費用便益分析の算定基礎となった要因の変化 

●肱川水防災対策特定河川事業（大和（郷）地区） 

全体事業：B/C＝65 億円/64 億円＝ 1.02・・・事業全体（対象期間：H13～H68） 

 

表 4.1 事業の投資効率性 

「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき算出 

 

● 要因の変化 

 

事業着手時 事業費 38 億円（工期 平成 13～18 年度） 

完 了 時 事業費 46 億円（工期 平成 13～18 年度） 

 

 

 

 

項目 全体事業 摘要

事業費[現在価値化] ① 64億円

維持管理費[現在価値化] ② 0.36億円

総費用（Ｃ） ③＝①+② 64億円

便益[現在価値化] ④ 64億円

残存価値[現在価値化] ⑤ 0.84億円

総便益（Ｂ） ⑥＝④+⑤ 65億円

1.02

0.98億円

4.1%経済的内部収益率（ＥＩＲＲ）

細別

総費用

総便益

費用便益比（ＣＢＲ）Ｂ/Ｃ

純現在価値（ＮＰＶ）Ｂ－Ｃ
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５．事業効果の発現状況 

5.1  計画上想定される事業効果と完成後確認された事業効果 

事業の実施により、河川整備計画の目標とする戦後最大洪水である昭和 20 年 9 月洪水の

ピーク流量 5,000m3/s と同規模の洪水が発生した場合にも、家屋浸水被害が解消される。 
 事業着手前に発生した平成 7 年 7 月 4 日洪水（2,900m3/s）で大和（郷）地区では、家

屋が浸水するなどの被害が発生した。これに対し、整備後発生した平成 23 年 9 月 21 日 洪
水では、ピーク流量 3,200m3/s と平成 7 年 7 月洪水の規模を上回ったが、家屋の浸水被害

の発生を防止できた。 
また、本事業は、東大洲地区締切のための下流対策の一環として実施しているものであ

り、今後、下流対策後の東大洲地区暫定堤防を嵩上することにより、東大洲地区で確実に

浸水被害軽減効果が発現される見込みである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 7 年 7 月 梅雨前線性豪雨による浸水 
 

5.2  その他の事業の効果 

本事業は、土地区画整理事業、県道改良事業と合併で実施しており、これら関連事業の

効果として、治水対策と合わせ地域コミュニティを存続し、整備後の良好な住環境を実現

することも目的とする。 
整備後には、事業区域内の盛土上に、地元地権者が住居を建築して戻り、公園や幼稚園

などの公共施設、街路等も整備され、地域コミュニティが再生するとともに、良好な住環

境が実現されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

歩道整備により通学児童の安全確保        整備された保育所 
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６．事業実施による環境の変化 

6.1 自然環境の変化 

本事業の事業範囲は、整備前は一部を除き宅地及び耕地であり、この部分は従前より人

為的に利活用されていたため、特筆すべき自然環境は見当たらなかった。整備後も宅地・

公共事業用地であり、自然環境に大きな差異はないものと考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2  環境保全対策等の効果の発現状況 

事業前に大和川の河岸部には、ハマサジやフクド群落が成立していたため、工事中は

学識経験者に相談しつつ、一時的に別の場所に移植し護岸完成後元の位置に戻すなどの

対応を行った。復元後、これらの植物は順調に生育しており、対応意図は概ね達成され

ていると考えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境保全対策の実施結果 

肱川

事業着手前

肱川

事業着手前 事業完成後

肱川

道
路

区
画

治
水

事業完成後

肱川

事業完成後

肱川

道
路

区
画

治
水

H20.4.21 撮影
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７．社会経済情勢等の変化 

7.1  事業に関わる地域の土地利用、人口、資産等の変化 

大和（郷）地区のある大洲市では、平成８年頃までは、従業者数も増加傾向にあり、事

業所数も安定した状況であったが、その後、平成 13 年頃から従業者数、事業所数ともに減

少傾向に転じ、平成 18 年以降は、従業者数、事業所数ともにピーク時から１割程度減少し

ている状況にある。なお、その後、市内には電気関連産業、情報サービス関連産業、食品

加工関連産業の誘致も図られており、社会指標は横ばいとなっている。 

大洲市の人口は平成 7 年以前から減少傾向にあり、これに反して増加していた世帯数も

平成 17 年をピークに減少傾向に転じている。 

大洲市の産業構造について、平成 8 年度からの推移を見ると、製造業、建設業などが減

少傾向にあり、サービス業、不動産業などが増加傾向にある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大洲市人口・世帯数 

出典：総務省統計局「国勢調査報告」/ 各年 10.1 

 

大洲市の事業所及び従業者数の推移 

出典：総務省統計局「事業所・企業統計調査」/ 各年 10.1 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
     大洲市の産業構造の推移 出典：愛媛県統計書 
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８．今後の事後評価の必要性（案） 

8.1 効果を確認できる事象の発生状況 

事業完了後の平成 23 年 9 月 21 日に、着手前に家屋浸水被害を生じた平成 7 年 7 月 4

日洪水を越える規模の洪水が発生した。しかし、大和（郷）地区では、本事業で整備し

た宅地嵩上げ、河道整備の効果により浸水被害は発生せず、事業実施に際し想定した事

業効果は発現されている。 

 

8.2 その他、改善措置の評価等再度の評価が必要とされた事項 

本事業については、費用便益分析結果により現時点では経済的に投資は妥当であるこ

とが確認された。また、大きな社会経済情勢等の変化もなく本事業で整備した河川管理

施設の重要性は今後も変わらない。さらに環境への重大な影響も見られない。 

よって、当事業の今後の事後評価の必要性はない。ただし、既に事業は完了している

が、東大洲地区における便益は、今後、本事業を含む東大洲下流対策の進捗に応じて暫

定堤防を嵩上げすることによって発現されることとなり、現状では発現されておらず、

他の対策箇所の進捗を待っている状況にあるため、今後は本事業を含め、河川事業全体

としての進捗管理・事業評価を行い早期事業効果発現に努める。 

 

９． 改善措置の必要性(案) 

9.1 事業の効果の発現状況や事業実施による環境の変化により、改善措置が必要とされ

た事項 

事業目的に見合った治水効果の発現が確認できており、改善措置の必要性はない。 

 

10．同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性（案） 

10.1 当該事業の評価の結果、今後の同種事業の調査・計画のあり方や事業評価手法の

見直しが必要とされた事項 

現時点では、同種事業の調査・計画のあり方や事業評価手法の見直しの必要性はない。 

 



－17－ 

11.対応方針（案） 

事後評価の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性(案) 

 

［費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化］ 

■事業着手時点 事業費：38 億円 工期：平成 13～18 年度 

■完成時点   事業費：46 億円（実績額） 工期：平成 13～18 年度 費用便益比（Ｂ／Ｃ）＝1.02

［事業効果の発現状況］ 

■事業完了後の平成 23年 9 月 21 日に、着手前に家屋浸水被害を生じた平成 7年 7月 4日洪水を越える

規模の洪水が発生した。 

■しかし、大和（郷）地区では、本事業で整備した宅地嵩上げ、河道整備の効果により、浸水被害は発

生せず、事業実施に際し想定した事業効果は発現されている。 

■本事業は、東大洲地区締切のための下流対策の一環として実施しているもの。今後、下流対策の進捗

に応じて暫定堤防を嵩上することにより、東大洲地区で確実に事業効果が確実に発現される見込み。

[その他の事業の効果] 

■関連事業の効果として、地域コミュニティを存続し、整備後の良好な住環境を実現することも目的。

■整備後に、地元地権者が住居を建築するなど、地域コミュニティが再生し良好な住環境が実現。 

［事業実施による環境の変化］ 

■整備前は一部を除き宅地及び耕地であり、特筆すべき自然環境は見当たらなかった。 

■整備後も宅地・公共事業用地であり、自然環境に大きな差異はない。 

■事業前の大和川河岸部に、ハマサジやフクド群落が分布。工事中は学識経験者に相談しつつ、一時的

に別の場所に移植し、護岸完成後元の位置に戻すなどの対応を行った。 

■復元後、これらの植物は順調に生育しており、対応意図は概ね達成。

［社会経済情勢の変化］ 

■大洲市では、平成 18 年以降、従業者数、事業所数が、ピーク時から１割程度減少している状況。 

■その後、市内に企業誘致も図られ、指標は横ばい。 

■大洲市の人口は平成 7年以前から減少傾向、世帯数も平成 17 年をピークに減少傾向。 

［今後の事後評価の必要性］ 

■事業完了後の平成 23年 9 月 21 日に、着手前に大規模な被害を生じた平成 7年 7月 4日洪水を越える

規模の洪水が発生した。しかし、大和（郷）地区では、浸水被害は発生せず、事業効果は発現。 

■費用便益分析により現時点で経済的に投資は妥当であることを確認。 

■また、大きな社会経済情勢等の変化もなく本事業の重要性は今後も変わらない。 

■さらに環境への重大な影響も見られない。 

■よって、当事業の今後の事後評価の必要性はない。ただし、既に本事業は完了しているが、東大洲地

区における便益は現状では発現されておらず、他の下流対策箇所の進捗を待っている状況にあるた

め、今後は本事業を含め、河川事業全体としての進捗管理・事業評価を行い早期事業効果発現に努め

る。 

［改善措置の必要性］ 

■事業目的に見合った治水効果の発現が確認できており、改善措置の必要性はない。 

■現時点では、同種事業の調査・計画のあり方や事業評価手法の見直しの必要性はない。 
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費用便益比算出資料 
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表 様式集一覧 

資料名 対応頁 

様式 1（氾濫ブロック分割） p.20 

様式 2（資産データ） p.21 

Ⅰ．平成 13 年 現況 p.22 

Ⅱ．平成 18 年 肱川水防災対策特定河川事業完成（大和(郷)

地区） 

p.22 

Ⅲ．平成 30 年 東大洲地区暫定嵩上げ前 p.23 

Ⅳ．平成 31 年 東大洲地区暫定嵩上げ後 p.23 

様式 3 

（被害額） 

Ⅴ．平成 37 年 東大洲地区締切完了 p.24 

① 肱川水防災対策特定河川事業（大和(郷)地区） p.25 

② 東大洲地区暫定嵩上げ p.25 

様式 4 

（年平均被害軽減

期待額） ③ 東大洲地区締切完了 p.25 

全体事業 p.26 様式 5 

（費用対効果分析）   
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様式－1（氾濫ブロック分割） 
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様式－2（資産データ） 
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様式－3（被害額） 

Ⅰ．平成 13 年 現況 

様式－３　被害額 平成13年 水系名： 肱川 河川名： 肱川

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 139 272 99 7 5 3 1 387 0 0 0 657 2 3 8 11 0 0 13 1,057
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 174 485 205 8 5 7 3 713 0 1 1 1,206 2 9 9 18 0 0 20 1,940
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 174 529 220 18 12 8 3 790 0 1 1 1,336 3 10 9 19 0 0 22 2,149
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 174 529 220 18 12 8 3 790 0 1 1 1,336 3 10 9 19 0 0 22 2,149
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出
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Ⅱ．平成 19 年 肱川水防災対策特定河川事業完成（大和(郷)地区） 
様式－３　被害額 平成19年 水系名： 肱川 河川名： 肱川

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 104 160 51 7 5 1 1 225 0 0 0 381 2 2 5 7 0 0 9 615
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 104 357 112 7 5 4 1 486 0 1 1 824 2 5 6 11 0 0 13 1,324
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 104 421 159 17 12 6 2 617 0 1 1 1,044 3 7 6 13 0 0 16 1,678
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額

事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害

(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

大和（郷）地区 104 421 159 17 12 6 2 617 0 1 1 1,044 3 7 6 13 0 0 16 1,678
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出
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Ⅲ．平成 30 年 東大洲地区暫定嵩上げ前 

様式－３　被害額 平成30年 水系名： 肱川 河川名： 肱川

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 5,356 3,725 2,414 1,665 479 51 3 8,337 0 97 97 14,157 259 145 264 409 36 0 704 23,295
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 7,542 9,421 7,151 6,978 2,515 122 28 26,215 0 169 169 44,443 835 306 471 777 355 0 1,967 72,794
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 10,140 17,728 12,979 13,666 5,987 197 46 50,603 1 229 230 85,770 1,428 543 712 1,255 1,030 0 3,713 140,316
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 11,204 25,137 19,282 16,314 7,658 284 76 68,751 1 285 286 116,519 1,778 744 872 1,616 1,505 0 4,899 190,455
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出
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Ⅳ．平成 31 年 東大洲地区暫定嵩上げ後 
様式－３　被害額 平成31年 水系名： 肱川 河川名： 肱川

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 6,517 6,914 5,343 3,534 1,148 94 18 17,051 0 97 97 28,910 496 246 386 632 198 0 1,326 47,384
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 8,121 11,910 9,383 7,122 2,456 151 38 31,060 0 173 173 52,652 855 400 547 947 471 0 2,273 86,158
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 9,241 16,807 13,401 12,765 5,214 200 56 48,443 0 211 211 82,101 1,313 533 684 1,217 1,027 0 3,557 134,312
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

1/100

1/1

1/5

1/10

1/30

1/50

1/70
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Ⅴ．平成 37 東大洲地区締切完了 

様式－３　被害額 平成37年 水系名： 肱川 河川名： 肱川

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 7,556 10,784 8,648 6,118 2,092 140 36 27,818 0 93 93 47,159 756 368 510 878 426 0 2,060 77,130
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出

一 般 資 産 被 害 額 農作物被害額 公共土木 間 接 被 害 額
事業所資産 農漁家資産 施設等 営業停止 家庭における応急対策費用 事業所応急 その他 小計 合計 備考

人口 家屋 家庭用品 償却 在庫 償却 在庫 小計 水稲 畑作物 小計 被害額 損失 清掃労働対価代替活動 小計 対策費用 間接被害
(人) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

東大洲地区 8,557 13,773 11,696 9,294 3,370 178 53 38,364 0 191 191 65,032 1,025 461 616 1,077 723 0 2,825 106,412
※家屋資産はJACIC延べ床面積ファイルを使用して算出
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様式－4（年平均被害軽減期待額） 

ケース： ①　肱川水防災対策特定河川事業（大和(郷)地区）

様式－４ 年平均被害軽減期待額 大和（郷）地区 (単位：百万円)

1/1 0 0 0
0 0.8000 0 0

1/5 0 0 0
0 0.1000 0 0

1/10 0 0 0
221 0.0667 15 15

1/30 1,057 615 442
529 0.0133 7 22

1/50 1,940 1,324 616
544 0.0057 3 25

1/70 2,149 1,678 471

1/100 2,149 1,678 471 471 0.0043 2 27

ケース： ②　東大洲地区暫定嵩上げ
様式－４ 年平均被害軽減期待額 東大洲地区 (単位：百万円)

1/1 0 0 0
0 0.8000 0 0

1/5 0 0 0
0 0.1000 0 0

1/10 0 0 0
11,648 0.0667 777 777

1/30 23,295 0 23,295
24,353 0.0133 325 1,101

1/50 72,794 47,384 25,410
39,784 0.0057 227 1,329

1/70 140,316 86,158 54,158

1/100 190,455 134,312 56,143 55,151 0.0043 236 1,565

ケース： ③　東大洲地区締切完了
様式－４ 年平均被害軽減期待額 東大洲地区 (単位：百万円)

1/1 0 0 0
0 0.8000 0 0

1/5 0 0 0
0 0.1000 0 0

1/10 0 0 0
0 0.0667 0 0

1/30 0 0 0
23,692 0.0133 316 316

1/50 47,384 0 47,384
28,206 0.0057 161 477

1/70 86,158 77,130 9,028

1/100 134,312 106,412 27,900 18,464 0.0043 79 556

超過確率
被害額

区間平均
被害額④

区間確率⑤
年平均被害額

④×⑤
年平均被害額の累計＝
 年平均被害軽減期待額

事業を実施
しない場合①

事業を実施
した場合②

軽減額
③＝①－②

超過確率
被害額

区間平均
被害額④

区間確率⑤
年平均被害額

④×⑤
年平均被害額の累計＝
 年平均被害軽減期待額

事業を実施
しない場合①

事業を実施
した場合②

軽減額
③＝①－②

超過確率
被害額

区間平均
被害額④

区間確率⑤
年平均被害額

④×⑤
年平均被害額の累計＝
 年平均被害軽減期待額

事業を実施
しない場合①

事業を実施
した場合②

軽減額
③＝①－②
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様式－５ 費用対便益（全体事業） 水系名：肱川水系 河川名：肱川・矢落川 単位：百万円

便益 現在価値 費用 現在価値 費用 現在価値 費用 現在価値

H13 -10 0 315 473 0 0 315 473

H14 -9 0 1,437 2,105 0 0 1,437 2,105

H15 -8 0 975 1,373 0 0 975 1,373

H16 -7 0 643 867 0 0 643 867

H17 -6 0 700 903 0 0 700 903

H18 -5 0 540 663 0 0 540 663

H19 -4 27 32 1.4 1.6 1.4 1.6

H20 -3 27 30 1.4 1.5 1.4 1.5

H21 -2 27 29 1.4 1.5 1.4 1.5

H22 -1 27 28 1.4 1.4 1.4 1.4

H23 0 27 27 1.4 1.4 1.4 1.4

H24 1 27 26 1.4 1.3 1.4 1.3

H25 2 27 25 1.4 1.3 1.4 1.3

H26 3 27 24 1.4 1.2 1.4 1.2

H27 4 27 23 1.4 1.2 1.4 1.2

H28 5 27 22 1.4 1.1 1.4 1.1

H29 6 27 21 1.4 1.1 1.4 1.1

H30 7 27 21 1.4 1.0 1.4 1.0

H31 8 348 254 1.4 1.0 1.4 1.0

H32 9 348 244 1.4 1.0 1.4 1.0

H33 10 348 235 1.4 0.9 1.4 0.9

H34 11 348 226 1.4 0.9 1.4 0.9

H35 12 348 217 1.4 0.9 1.4 0.9

H36 13 348 209 1.4 0.8 1.4 0.8

H37 14 442 255 1.4 0.8 1.4 0.8

H38 15 442 245 1.4 0.8 1.4 0.8

H39 16 442 236 1.4 0.7 1.4 0.7

H40 17 442 227 1.4 0.7 1.4 0.7

H41 18 442 218 1.4 0.7 1.4 0.7

H42 19 442 210 1.4 0.7 1.4 0.7

H43 20 442 202 1.4 0.6 1.4 0.6

H44 21 442 194 1.4 0.6 1.4 0.6

H45 22 442 186 1.4 0.6 1.4 0.6

H46 23 442 179 1.4 0.6 1.4 0.6

H47 24 442 172 1.4 0.5 1.4 0.5

H48 25 442 166 1.4 0.5 1.4 0.5

H49 26 442 159 1.4 0.5 1.4 0.5

H50 27 442 153 1.4 0.5 1.4 0.5

H51 28 442 147 1.4 0.5 1.4 0.5

H52 29 442 142 1.4 0.4 1.4 0.4

H53 30 442 136 1.4 0.4 1.4 0.4

H54 31 442 131 1.4 0.4 1.4 0.4

H55 32 442 126 1.4 0.4 1.4 0.4

H56 33 442 121 1.4 0.4 1.4 0.4

H57 34 442 116 1.4 0.4 1.4 0.4

H58 35 442 112 1.4 0.3 1.4 0.3

H59 36 442 108 1.4 0.3 1.4 0.3

H60 37 442 104 1.4 0.3 1.4 0.3

H61 38 442 100 1.4 0.3 1.4 0.3

H62 39 442 96 1.4 0.3 1.4 0.3

H63 40 442 92 1.4 0.3 1.4 0.3

H64 41 442 88 1.4 0.3 1.4 0.3

H65 42 442 85 1.4 0.3 1.4 0.3

H66 43 442 82 1.4 0.3 1.4 0.3

H67 44 442 79 1.4 0.2 1.4 0.2

H68 45 442 76 1.4 0.2 1.4 0.2

16,548 6,436 84 6,520 4,610 6,385 69 36 4,679 6,421 1.02 98

費用便益比
Ｂ／Ｃ

純現在価値
Ｂ－Ｃ

便益① 残存価値
②

計
①＋②

建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

便　益（Ｂ）

整
備
期
間

（
6
年

）

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間
（

５
０
年
）

合　　計

費　用（Ｃ）

年次 年度 t
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河川事業

事業名

                     ※　（　　）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。

評価年度 H２３

 ※　評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 1 1,005

本工事費 式 1 268

築堤 ｍ 420 198 水防災盛土を含む

護岸工 m 420 69

附帯工事費 式 1 737

橋梁 式 1 385

大和川築堤 ｍ 320 39

大和川護岸工 ｍ 320 273

大和川橋梁 式 1 40

用地費及補償費 式 1 2,815

用地費 式 1 444

補償費 式 1 2,371

間接経費 式 1 368

工事諸費 式 1 422

事業費　計 式 1 4,610

維持管理費 式 1 69

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

事業費の内訳書

肱川水防災対策特定河川事業（大和（郷）地区） （全体事業費）

事後評価

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。
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事業名：肱川水防災対策特定河川事業（大和(郷)地区） 記入日：平成24年2月

チェック欄 内　　　容

基準年度 基準年度を評価年度としているか ■ 平成23年度

全体事業における評価対象期間は整備期
間＋５０年間となっているか ■

平成13年～平成68年
（整備期間平成13年～平成18年）

残事業における評価対象期間は評価年度
の翌年度からの整備期間＋５０年間となって
いるか

□ 事後評価のため残事業はない

人口・世帯数 ■ 国勢調査平成17年版

産業分類別従業者数 ■ 事業所・企業統計調査平成18年版

農漁家数 ■ 国勢調査平成17年版

延床面積 ■
メッシュデータ　平成17年版
　（財）日本建設情報総合センター

水田・畑面積 ■
数値地図　平成18年版
（1/10細分区画土地利用データ）
　 （財）日本地図センター

家屋１㎡評価額 ■ 平成23年2月版

家庭用品評価額 ■ 平成23年2月版

事業所
償却・在庫資産

■ 平成23年2月版

農漁家
償却・在庫資産

■ 平成23年2月版

農作物価格 ■ 平成23年2月版

被害率
「治水経済調査マニュアル（案）平成17年4
月」P49～P55記載の被害率を適用している
か

■

原単価
「治水経済調査マニュアル（案）平成17年4
月」P56～P58記載の原単価を適用している
か

■

費用について、評価時点の前後に社会的割
引率４％を適用し現在価値化をしているか ■

便益について、評価時点の前後に社会的割
引率４％を適用し現在価値化をしているか ■

費用について、「治水経済調査マニュアル
（案）巻末参考資料（最新版）」のデフレー
ターを用いて、物価変動を調整しているか

■ 平成23年2月版

残事業、全体事業それぞれの費用便益分析
において、残事業費（基準年度の翌年度以
降の事業費）±10％の感度分析を行ってい
るか

□

残事業、全体事業それぞれの費用便益分析
において、残工期（基準年度の翌年度以降
の工期）±10％の感度分析を行っているか

□

残事業、全体事業それぞれの費用便益分析
において、資産±10％の感度分析を行って
いるか

□

［上記によらない場合、その理由及び適用した資料等を記述すること］
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費用便益分析チェックシート

そ
の
他

評価対象期間

社会的割引率

資
産
評
価
単
価

各種資産評価単価は、「治水経済調査マ
ニュアル（案）巻末参考資料（最新版）」を適
用しているか

算
定
条
件

項　　　　目

氾
濫
原
の
資
産
等

共
通
事
項

事後評価のため
感度分析は未実施

数量等の根拠となる統計資料は、最新版を
適用しているか

デフレーター

感度分析


